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男女賃金格差縮小による未婚化の進行と終焉
―<昭和婚>～<令和婚>の転換に伴う水準変動―

神山 英紀

（帝京大学）

【要旨】行動変容としての未婚化をみると，男女賃金格差の縮小が要因

候補となる．実証するため，まず理論からモデル式を演繹，次に 1980

～2020 年における“成婚指数”と男女賃金比の交差相関を描き，近似

曲線を求める．非常にフィットし，算出される分業の金額も妥当で，

理論モデルは正当．ゆえに男女賃金差の縮小が結婚の形を変化させな

がら，未婚化の進行そしてその終焉を，もたらしつつあるといえる．



〇結婚の定義（あるいは結婚の一側面）〇

結婚とは，男女が将来にわたり行動を調整しあい共同利益を得ようとする約

束．分業（夫は外で妻は内で働くなど）の利益，子を持つ喜び，精神的安定

等々を期待して約束する．（２人で得た利益は家事分担などを通じ夫婦間で再

分配される．）

✓この定義は，協力ゲーム理論の「提携」概念の１つの解釈．男女の一方だ

けを主体とし，他方を選択肢とみなす不自然さはない．
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〇なぜ結婚するか〇

任意の未婚男女 iと jは，各々が未婚を続けて得られると見込まれる利益よ

りも，結婚後の２人の総利益を再配分して得られる利益のほうが大きそうな

ら結婚する．以下は数値例 1)．

i と j が結婚して

<

1
3

2

<

<

女 i が未婚のまま

で見込まれる利益

男 j が未婚のまま

で見込まれる利益

妻への配分

夫への配分
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〇結婚の純益の減少は未婚化をもたらす〇

✓ある時代の平均的な「結婚の純

益」の大きさが，その時代に成立す

る結婚数を決めると仮定できる．

〇分業(昭和婚)と共働き(令和婚)〇

✓結婚の利益の内訳は，“分業”と

“共働き”で異なる．ただし，分業

/共働きは，金銭の面だけでなく，夫妻の役割分担や役割期待，それに基づく

満足/不満，ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ/関係，さらに社会的ｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨ/階層意識/文化等を含

めた独特の夫婦像を形作る．未婚者は，たんに，各時代の夫婦像を念頭に，

結婚への憧れ/嫌悪/無関心等をもつだけ．（各時代に生きる個々人の配偶者選

択において，むしろ金銭面は意識されぬ“与件”であろう．）分業婚→昭和型

結婚パラダイム（昭和婚） 共働き婚→令和型結婚パラダイム（令和婚）
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〇“人々の行動の変化としての未婚化”を知るため男女未婚人口を同時に統
．．．．

制
．
した指標を使う必要がある〇

１．30 歳の女性の「未婚率」

Nf・30 / Pf・30．

(これは状態を表現している)

2. 30 歳の女性の「初婚確率」

mf・30 / Nf・30．

これは行動を表現しているが，まだ相手（男）の未婚人口が統制されない．初

婚件数 mf・30は，30 歳女と，30 歳男/29 歳男/31 歳男…等々との初婚数の和で

あるから，この数値は，30 歳未婚女性だけでなく，29 歳・30 歳・31 歳等々の

男性未婚人口にも依存．男女各歳の組ごと，その初婚数を，男女両性の人口で

同時に統制した指標が必要．成婚指数=
ࡺ・ࢌࡺ 

ିࢌࡺ)  ࡺ)( ି  (
を定義する 2)．

29 30 31

Pm・29 Pm・30 Pm・31

N m ・ 29 N m ・ 30 N m ・ 31

初婚件数 m m ・ 29 m m ・ 30 m m ・ 31

30 P f・ 30 N f・ 30 m ｆ・ 30 m 30×29 m 30×30 m 30×31

35 P f・ 35 N f・ 35 m ｆ・ 35 m 35×29 m 35×29 m 35×29

年齢

年齢別人口
（男）

未婚人口

（女）



〇成婚指数で 1980-2020 年の「成婚」の低下をみる 3)〇

線は出生コーホート．例)1961 年生まれで 1990 年に 29 歳になった男性と全
．
年齢の女性との値

✓行動の変化としての未婚化は，①劇的で一方向的で滑らか（ブレ/曖昧さが

全くない）②近年は滑らかに変化し横ばいになりつつある．

✓ゆえに，しばしば聞く「様々な要因が関わって…」は疑問．①少なくとも

直接の要因は１つで，②それは一方向的に変化してきた何かであり，③それ

によって劇的な変化と近年の収束を同時に説明できる何か，ではないか？
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〇要因候補としての男女賃金格差〇

✓周知の１つの研究系譜から…Becker(1973),Friden(1974)～未婚化・少子化

の議論の初期言説（「女子機会費用の増大」，「女性の社会進出」…）4)

→男女賃金格差の縮小

✓当該期間中，広い年齢層で，明確か 

つ一貫して，縮小し続けている 5)．

（✓賃金は生活水準の代理変数とみな

し，「将来賃金の和の現在評価」≒

「未婚を続ける利益」と仮定．あるい

は「金に還元されぬ何か」は結婚に関

わらず不変と仮定してもよい．）



〇未婚化の進行～収束は「男女賃金差

の縮小」で一貫した説明ができる！〇

1.男女賃金差が大きいとき，女性賃金
を捨て分業の益を得る，分業婚の利益
は大きく，また未婚を続ける場合との
差の結婚の純益も大きい（右上図）．

2.男女の差が縮まってゆくと，分業婚
と共働き婚の利益は同程度になり（女
性賃金＝分業益の時点でちょうど同
じ），並行して結婚の純益は次第に減
少して未婚化が進む（右中図）．

3.差がさらに縮まると，共働き婚の利
益の方が大きくなり，その形態が選ば
れる．以降の結婚の純益は，上乗せ分
の「分業以外の利益」（「互酬の利益」
と呼ぼうか）だけで，これは不変なの
で，未婚化はある水準で収束する．



〇ここまで(神山 2021)等 6)．さらに検証を進める．まず記号で書き直す〇

結婚の利益 未婚を続けたときの利益の和 結婚の純益

未婚を継続

✓D と r は固定，結婚の純益＞０と仮定．「年収?月収?」，「物価の影響は?」

等々の論点を除くため，以降，各時代の M で，他の変数を割った変数 FM

(=F/M), DM (=D/M), rM (=r/M) を用いる（＝各時代の M を測定単位とする）．

M（男性賃金）+ F(女性賃金)M+D(分業の利益)+r(互酬の利益)

M＋F +r

M＋F

D - F+ r

r

０

― ＝

― M（男性賃金）+ F(女性賃金) ＝

― M（男性賃金）+ F(女性賃金) ＝

（昭和婚）

（令和婚）



結婚の利益 未婚の利益の和 結婚の純益 合成のためのウェイト

✓実際には，中間形態があり，また多数の多様な未婚者がいるので合成する

7)．上のウェイトなら，FM=DMで半々になり FM=1 で全員が令和婚となる．

結婚の純益= × ＋ ×

=[[1/{2(1-DM)}][FM
2-(1+D)FM+D]+rM]

✓これを結婚数に関連付けるには，①「利益」を「人口」に変換，②現実に

は，男女年齢組により社会的/規範的に出会い交流を深める（＝結婚した場合

の見通しを得る）ことができる可能性は変わるであろうから，年齢 i 歳と j

歳の“出会い係数”αi×jを掛ける．すなわち，

★ 成婚指数=αi×j[[1/{2(1-DM)}][FM
2-(1+D)FM+DM]+rM]（理論モデル式）★

１+ FM1+DM+rM

1＋FM +rM

DM - FM+ rM

rM

1-FM

2(1-DM)

1-FM

2(1-DM)1－

1-FM

2(1-DM)
DM - FM+ rM

1-FM

2(1-DM)1- rM

１+ FM

―

―

＝

＝

×

×

（昭和婚）

（令和婚）



✓理論モデル式は FM =(F/M…男女賃金比)の２次式なので放物線．各時代の全

員が“平均的男女”で成るなら，FM=DMの時点で切り替えが一斉に起こる（青

点線）が，実際には FM=DMの時点でも分業婚と共働き婚が半々なので，その

後さらに落ち込んでから反転する．ただし賃金比が１を越えないなら，長期

的には一定の互酬の利益に従って一定となる（黒太線）8)．年齢層を広くと

ると，各年齢の放物線の底のズレが合成され滑らかな曲線となる（赤点線）
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〇現実データを観察 “適齢期”男女６組の成婚指数の推移 1980-2020〇

✓変動が大きいのは「女 25 歳と男 25 歳」，「女 25 と男 30」，「女 30 と男 30」

の 3組．以降，これら３組の変動について説明・予測する．

（✓ちなみに，少子化の指標=合計特殊出生率はこの指数の動きと酷似．） 
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〇男女賃金比 FMと成婚指数〇

✓賃金は，理論上は将来得られる賃金

の総和の現在評価（現在に近いほどウ

ェイトが重い）．その近似として，該

当年齢を含めた上５歳分の賃金を使

用．
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〇FMと成婚指数の交差相関（ラグ 0）を示す散布図〇

✓理論式は２次式なので，２次式をベー

スとした「曲線のあてはめ」を行う．

✓適合度は極めて高い 9)．
y = 0.92 x2 - 1.76 x + 0.87
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〇得られた近似曲線の式の係数から「分業の利益 D」を計算する〇

例）「女 25×男 25」の 1990 年の分業の利益

理論モデルの式→ 0.0531=α25×25[[1/{2(1-DM)}][FM
2-(1+DM)FM+DM]+rM]より

0.0531/[α25×25[1/{2(1-DM)}]]= FM
2 -(1+DM)FM +DM + rM {2(1-DM)}

近似曲線の式→ 成婚指数 = 0.92(FM)
2 - 1.76FM + 0.87 より

成婚指数/0.92 = FM
2 -(1.76/0.92) FM + 0.87/0.92

-(1+DM)= -(1.76/0.92)より，DM=0.91

なので，分業の利益 D= DM×M90=19 万 6

千（円）．（同様にして，互酬の利益 rM

=4 万 5 千(円).）
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〇既存の「アンペイドワーク研究」から分業の利益を推計して検証〇

✓（別方向から…）経済企画庁(1997)『あなたの家事のお値段はおいくらで

すか？【無償労働の貨幣評価についての報告】』の推計値を用いさらに推計．

✓「分業の利益 D」を，1991 年の 25-29 歳における，（女性無業有配偶＋男性

有業有配偶）-（女性有業有配偶＋男性有業有配偶）＝(女性無業有配偶)―

(女性有業有配偶)で算出．２種の推計方法で，月あたり，13.1 万円あるいは

11.8 万円（平均 12.5 万円）となる 10)．

✓近似式からの導出では，1990 年，女 25×男 25 で 19.6.万円(前掲)，女 25

×男 30 で 14.5.万円（平均 17.0 万円）．年齢層の不完全な対応や推計の限界

を考えれば，先に導出された分業の利益 D は妥当な金額と考えられ，理論モ

デルは正当化できる．



〇（適合の比較のため）男性実質賃金
．．．．．．

と成婚指数の交差相関を示す散布図〇

✓まず見た感じの比較を．「女 25×男

25」，「女 25×男 30」で，ある程度の負

の相関（賃金が高いほど結婚しない），

「女 30×男 30」で無相関．

✓男性賃金は景気循環
．．

に影響されるため

であろう 11)．
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〇今後，未婚化は進むか？〇

✓男女賃金比で未婚化の動向は決まる．今後 20 年，男女賃金比がこれまで同

様，直線的に縮小するなら，先のモデル式から成婚指数の予測は以下．

✓（人口構造・政策効果等を加味の必要あるが）概ね，今後は回復～横這い

の基調．賃金比は１越えないので，長期的には比較的低水準で安定．
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〇結論と展望〇

✓男女賃金差の縮小が，<昭和婚>から<令和婚>への結婚形態の転換を促すと

ともに，これまでの未婚化の進行そして近年の収束傾向をもたらした．この

要因への着眼自体は新しくないが，実証には，男女人口の同時統制，２者で

成る結婚の理論化等々が必要であり，何より，その終焉に至るまでの，長期

時系列データを得る年月を必要とした，ということである．

✓さらなる検証は，(1)批判的に⇒①代替要因の探究―同等以上に機序が説明

できデータにフィットする何か…？ ②反証（中長期的な未婚化の更なる進行

等）を待つ等．(2)生産的に⇒①産業構造の変化（女性雇用を促す？）や女性

の高学歴化（将来賃金のシグナル？）などを未婚化の間接要因として直接要

因に関連付ける ②未婚化が進む東アジア諸国で再現性を確認等．

✓成婚指数の軌跡は合計特殊出生率のそれと酷似，他の先進諸国も含め賃金

比縮小を要因とする少子化の分析も展望できる．



注
1) このシートにある内容のロジックは，（Becker 1973）を基にしている．ただし，Becker 結婚理論におけるこの種の数値

は家庭で生産される Output を意味する．ここでは，協力ゲーム理論における譲渡可能効用のような，もう少し緩やか

なもの―理論的厳密さは犠牲となっても ―を想定している．

2),6)文献（神山 2021）以外には以下を参照されたい．

「未婚化研究における結婚相手人口の無統制という問題―ベッカー結婚市場理論にもとづく「両性結婚指標」の提案―」

https://media.toriaez.jp/q1146/9.pdf（第 65 回数理社会学会大会〔2018 年３月 14 日 成蹊大学〕における報告資

料）

“A Marriage Market Model for Clarifying Factors Contributing to Declining Marriage Rates: A Consideration of

the Two-Sex Problem” https://media.toriaez.jp/q1146/927658619244.pdf（World Congress of Sociology ⅩⅠⅩ

〔17 July 2018 Metro Toronto Convention Center, Canada〕）

「未婚化の終わり―「分業」から「共働き」への転換―」https://media.toriaez.jp/q1146/2.pdf（第 92 回日本社会学会

大会〔2019 年 10 月 5日 東京女子大学〕報告資料）

「「結婚しない」と「未婚化する」をつなぐ論理―Becker 結婚市場モデルの主意主義的修正―」

https://media.toriaez.jp/q1146/960.pdf（第 95 回日本社会学会 大会〔2022 年 11 月 13 日 追手門学院大学〕報告資

料）

3)各年『国勢調査』および『人口動態統計』より報告者作成．夫妻とも初婚の数字を使用し，「日本人同士で婚姻の時期と

同居の時期が一致するもの」を使用．

4)結婚一般についてこれに注目した最初はやはり G. Becker であろう．Becker の影響下，早期に，男女賃金差を説明変数

としてクロスセクションデータの分析を行った研究として(Freiden 1974)や（小椋・ディークル,1992）が挙げられる．

わが国の未婚化に関連させて論じた最初は不明であるが，早い時点で「機会費用の増大」など類似の発想・表現でこの

要因について語られていたのは確かであり，内閣府『平成 16 年版 少子社会白書』でもその後が使われている．比較的

近年の影響力ある論文（McDonald 2000）では家族内外でのジェンダー平等のギャップが超少子化を生み出すと主張され

ている．

5)各年『賃金構造基本統計調査報告』より報告者作成．https://www.stat.go.jp/data/chouki/19.html

7)正確には次の仮定をするということである．いま，当該未婚者の全てが同じ FM の男女比のもの存在する．ただし，２人

が結婚した場合，分業婚となるか共働き婚となるかは一意的ではなく，FM の大きさに関連する確率によって確率的に決ま



ると仮定する．その確率が上に示した「ウェイト」である．決定論的枠組みではなく確率論的枠組みを採用したのであっ

て，新たに，極大化行動以外の行動基準を導入したわけではないことに注意してほしい．なお，容易に推測できるとお

り，この仮定により，一方の極として，純粋な分業婚と純粋な共働き婚とがある割合で混成される社会が想定でき，他方

の極として，分業と共働きの中間形態（主婦のパートタイム労働など）の，ある「合成割合」のそれを，全ての結婚組が

採っている社会が想定できる．もちろん，この二極の任意の割合での混成もまた，モデル上は同一の表現となる．

なお，確率（ウェイト）のかけ方であるが，各結婚形態の結婚の純益に応じた確率を想定することもできる．その場

合，DM-FM+r と r の比の確率をそれぞれに与えることになるが，この場合，確率の値を正とすれば，M+r≧FM が必要とな

り，FM≦1とすると，DM+r≧1となる．また，必ずしも必要ないが，F=１のとき前者の確率を０にするには，D+r=1 とな

り，結局，確率の比は，1-F と rとなる．このやり方で最も問題なのは，FM=0，すなわち女性賃金がゼロの場合でも共働

き婚を選ぶ組が存在することになることである．さらに気にかかる点は，FM の推移に応じた確率の動きが不自然であり

（本文のやり方の場合は，FM の推移に対して直線的に下がる/上がる），演繹的に議論を進めるにあたっての障害は，ウ

ェイトの分母に FM があるため，モデル式が単純な多項式にはならない点である．

8)理論モデル式が描く放物線は，FM=(1+DM)/2 で，最小値-(1-DM)/8+rM をとり，FM=1 で rM となる．このとき，分業婚の利

益に与えたウェイトは０，共働き婚のそれは１となる．つまり，青線で示された，ウェイトを与える前のモデルにおい

てはそれ以前の時点（FM>DM となる時点）で生じた状態に，赤線で示された新しいモデルでは FM=1 の時点で到達したと

解釈できる．そして，DM<FM<1 の期間では，ウェイトをかけたことによる下降と上昇の U字を挟む．グラフ上で，FM が

１を超えモデル式の値が増大する（赤線）のは，共働き婚に与えたウェイトが１を越え分業婚のそれがマイナスになる

事態に対応しており，じつは，モデルを構成する時点ですでに想定しない延長である．このグラフだけをみると，将来

的に成婚指標の値が不変となる理由として，「男女の賃金比が１のまま変わらず推移するから」と簡単に考えたくなる

が，その見方は本質を外している．むしろ，「ウェイトがなければ（つまり社会成員が同一で決定論的に行動を決めるな

ら）もっと早く到達していた状態に，ウェイトをつけたことによって遅れて到達した」と解釈すべきであろう．

9）曲線のあてはめ（曲線推定）は，本報告のように多項式をベースにする以外にも指数近似や対数近似等が知られている

が，一般には，得られた曲線の“あてはまりの良さ”を検討するために，決定係数(R2）や F値を求めることをしない．

それらは，被説明変数の軸上の予測値/実測値の分散に基づいて算出されるが，曲線を想定した場合，予測値/実測値は

説明変数の軸上にあるサンプルの値との間に線形関係が必ずしも成立しないためである．しかし，多項式をベースに曲

線あてはめをした場合には事情が異なり，この場合，曲線の係数を求める操作は，実際には，サンプルの各値（FM）と

その二乗値（FM２)とを２つの説明変数とした重回帰分析であるため，通常の回帰分析において R2の算出や F検定が有意

味であるのと同様に，それらを検証する意味がある．ただ，F検定が有意味かの検討には，このケースで母集団をどの



ようなものとして想定できるかという論点も加わるかもしれない．それは，1980-2020 年の間に９時点以外に採れる無

数の時点の値かもしれず，1980 年以前の時点かもしれない．とはいえ，機械的に算出すると，女 25×男 25 で

F(2,6)=15.582,p<.01，女 25×男 30 で F(2,6)=120.257,p<.01，女 30×男 30 で F(2,6)=7.306,p<.05 と，いずれも有意

であり，例えばサンプル数への懸念についての議論の参考にはなると思われる．

10)経済企画庁経済研究所国民経済計算部編『あなたの家事のお値段はおいくらですか？【無償労働の貨幣評価についての

報告】』（1997 年）の巻末の付表には，1981 年，1986 年，1991 年について，機会費用法（OC 法），代替費用法・スペシ

ャリスト（RC-S 法），代替費用法ゼネラリスト（RC―G法）の３つの推計方法に基づき，性別，有配偶/未婚／離婚，有

業/無業の分類に基づき，年齢層ごとに詳細な家事＋介護＋育児＋買い物の評価額が記載されている．しかし，女性の有

配偶者のなかの「有業」と「無業」とでは区別して数値が載っていない．有業は，有配偶・未婚・離死別でまとめられ

ており，無業もそのようになっている（59 ページ）．そこで，1991 年の評価額に限られ，また，OC 方と RC―S法によ

る，第７表「活動種類別・就業形態別・配偶関係別１人当たり無償労働評価額（CS 法）」(21 ページ)，第８表「同（RC-

S 法）」(24 ページ)の表を使う．男女別に「有業有配偶」と「無業有配偶」の数値がある．ただし，年齢層が，25-29 歳

のあと，30-39 歳となっている．「分業の利益」は，＝（女性無業有配偶＋男性有業有配偶）―（女性有業有配偶＋男性

有業有配偶）＝女性無業有配偶―女性有業有配偶で算出する．ただし，この場合，男性有配偶の数値は，その配偶者が

有業か無業かは問うていないことになる．また，分業によって，例えば出世や昇給が早いなどの外部労働市場の追加的

な益は無視されている．報告の推計では，25 歳男女と 25 歳女 30 歳男，30 歳男女の 3パターンを問題にしている．３つ

めのパターンは，30-39 歳の評価額を用いると，それは 35 歳の女性の多くはそれ以上の年齢の男性との結婚のケースも

入っているため，対応は弱すぎる．25 歳-29 歳の男女の評価額を，全２者の平均的な数字と比較するのがかろうじて意

味があるものと考える．このとき，OC 法では，337.8-180.4=157.4（万円），RC-S 法では，299.7-158.4=141.3（万円）

であり，１月では，13.1 万円と 11.8 万円である（平均 12.5 万円）．一方で，本報告における推計では，1990 年 25 歳男

女では，19.6.万円，25 歳女 30 歳男では 14.5.万円（平均 17.0 万円）両者の年齢層の粗い対応や推計方法の限界を考え

れば，十分に「もっともらしい」値と考える．

11)広く社会科学の学史上は Easterlin の相対所得仮説が起源とみられるが，現代日本の未婚化を社会学の研究対象に据え

たパイオニア山田昌弘氏が主導し家族社会学を中心に展開，さらに一般に流布したと思われる“仮説”として，未婚化

をわが国のマクロ経済の停滞と関連付ける諸見解がある．（ただ、Easterlin 発の世代間の稼得力の差異を基本にしなが

らも，Becker 起源の家計の稼得力、あるいはイデオロギーに注目する等，他の要素も取り上げており，この潮流の継承

といえるかは難しい（山田 1994）（山田 2005）（加藤 2011）．）この研究系譜においては，結婚後主な稼ぎ手となる可能

性が高い男性の賃金が，しばしば重要な指標とみなされている．
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